
新潟県
令和7年度 DX経営による企業価値向上プロジェクト事業

活動報告書
2026年3月31日



1

目次

本報告書の位置づけ
本報告書の目的
対象範囲と期間

1. エグゼクティブサマリー
1-1. 今年度の総括
1-2. 主な成果
1-3. 次年度に向けた示唆

2. 事業概要
2-1. 背景・課題認識
2-2. 目的・狙い・達成目標
2-3. 実施体制・役割分担

3. 実施内容
3-1. 全体構成
3-2.企業募集～選定

3-2-1. 金融機関・商工団体などの支援機関と連携した企業の掘り起こし(説明会・セミナー)
3-2-2. 企業面談の実施と選定

3-3.  DX認定取得支援プログラム
3-4. DX先進企業創出支援プログラム
3-5. 成果報告会

3-5-1. 中間報告(地域DXイベント-LAST NIIGATA)
3-5-2. X-DX合同成果報告会（第2部】「県内企業のDX戦略や推進」）

3-6. その他の取組(横展開・発信)
3-6-1. 新潟最大統合型イノベーションウィーク「LAST NIIGATA」における地域DXイベントの開催（一部再掲）
3-6-2. セレクション勉強会
3-6-3.支援機関向けワークショップ
3-6-4. DX認定取得支援ナレッジ集

４. 効果測定と成果分析
4-1. 目標に対する実績および達成率について
4-2. プログラムにおける満足度について

4-2-1. DX認定取得支援プログラム
4-2-2. DX先進企業創出支援プログラムの満足度について

５. 成果物
5-1. DX認定取得支援プログラムにおける各社のDX戦略発信資料
5-2. DX先進企業事例集 等
5-3. DX認定取得支援ナレッジ集

６. 総括
6-1. 今年度の総括
6-2. 今年度の成果
6-3. 次年度に向けた示唆
6-4. 「新潟県発の持続可能なDX推進モデル」に向けたポイント

3-6-4 追加



2

本報告書の目的

本報告書の目的は、以下のこれらを示す。

• 事業実績及び評価などの報告

• 事業を通じて得られた知見(課題、次年度に向けた改善点・示唆含む)

対象範囲と期間

対象範囲は、「令和7年度新潟県DX経営による企業価値向上プロジェクト事業」であり、対象機関は本事業実施期間である。

本報告書の位置づけ
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1. エグゼクティブサマリー

1-2. 主な成果

本事業を通じて、設定した定量的指標(KPI)を全て達成するとともに、参加企業の高い熱量と主体性を引き出すことに成功した。
これらの実績は、単なる数値の達成に留まらず、県内企業の「DX-Ready」や「自走力の獲得」、さらには地域全体での「持続可
能なDX推進エコシステムの構築」といった、本質的な定性成果として結実している。具体的な成果は以下の通りである。

【定量的成果】
• 設定した全ての目標の達成：DX認定取得支援(30社)、先進企業創出支援(5社)における計画策定・申請手続きを

100%完遂した。
• 個別伴走支援の有効性と実装に向けたニーズの顕在化：企業ごとの状況に応じた個別面談を112回 、委員会型伴走支

援を24回(達成率120%)実施し、計画を上回る伴走支援を行った。アンケート調査における個別面談の有用性(4.89点
/5点満点)も非常に高く 、計画から実行へ移す過程における、一気通貫した個別伴走支援の必要性が定量的に示された。

【定性的成果】
• DX戦略の言語化と「DX-Ready」の達成：「DX認定取得」をゴールに設定し、経営層の潜在的な課題を対外発信可能な

「DX戦略」として言語化した。参加企業全社が経営戦略とDX戦略を連動させ、本質的なDXの土台を形成した。
• 「計画」から「実行フェーズ」への移行と自走力の獲得：委員会型伴走支援等を通じ、策定した戦略を具体的な実行へと移

行した。外部専門家を交えた体制構築により部門間連携が活性化し、現場主導で自律的に業務改善を推進する「自走
化」の土台が形成された。

• 持続可能な「DX推進エコシステム」の構築：地域金融機関や商工団体等の支援機関に伴走支援の現場へ直接参画して
もらい、実践的な知見を共有。さらにワークショップやナレッジ集を通じてノウハウを形式知化し、支援機関が自立して地域企
業のDXを牽引するための波及基盤を確立した。

1-1. 今年度の総括

目的に対する達成状況

今年度は、経済産業省の認定制度及び表彰制度である「DX認定」取得支援(30社)と、「DXセレクション」に資する先進企業
の創出支援(5社)を一体的に運用し、全参加企業が計画策定およびDX認定申請手続き等の目標を全て達成した。また、「地
域DXイベント-LAST NIIGATA」や「X-DX合同成果報告会」等の成果報告会では、想定を大幅に上回る集客(累計300名
超)を達成し、取組の可視化と横展開の機会を創出した。

得られた成果や知見等

本事業を通じて、単なる書類作成等の申請準備に留まらず、企業内の意思決定、推進体制の整備、そして現場主導の社内浸
透を伴う「実行の一歩」へと接続する支援に成功し、DX支援ノウハウが蓄積された。
また、地域金融機関や商工団体等の支援機関による企業推薦や伴走支援への参画、「DX認定取得支援ナレッジ集」の共有
を通じて、支援機関と連携したDX推進のためのエコシステムの基盤構築や、DX支援ノウハウの波及に寄与した。
これにより、本事業終了後も県内のいくつかの支援機関が自立して地域企業のDXを牽引・支援できる持続可能なエコシステムが
構築された点は、本県の産業競争力底上げに資する重要な成果として高く評価できると考える。

1-3. 次年度に向けた示唆

本事業を通じて、県内企業における「DXの理解」から「実践・自走」への移行、および支援機関を巻き込んだ「DX推進エコシステ
ム」の基盤構築という大きな成果を得た。
次年度以降は、単なる制度申請の支援という「点」の取り組みに留まらず、今年度創出されたモデル企業群をハブとした「企業間
の相互学習」の促進や、支援機関の自律的な伴走ノウハウのさらなる定着に注力することが求められる。
これにより、一部の先進企業だけでなく、地域全体が波及的にトランスフォーメーションを遂げる「新潟県発の持続可能なDX推進
モデル」へと、本取組をさらに昇華させていく必要があると考える。
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2. 事業概要

2-1. 背景・課題認識

新潟県内産業の高付加価値化には、県内企業のデジタル技術を活用した生産性向上や、ビジネスモデルの転換などDXの取組

を促進させることが必要である。一方で県内企業のデジタル化・DXの取組状況を見ると、DX段階(デジタイゼーション、デジタライ

ゼーション、デジタル・トランスフォーメーション)のうち、デジタイゼーションにとどまる企業が大半を占めており、経営戦略と連動した

DXの取組は限定的である。この要因として、DX推進に向けた意思決定や社内体制の整備など「最初の一歩」を踏み出す段階

に課題を持つ企業が多いと考えられる。

また、国の調査においても、DXの取組段階が高い企業ほど、生産性や売上高の向上につながる傾向が示されており、県内企業

のDX段階の引き上げが必要である。

2-2. 目的・狙い・達成目標

【目的】

企業経営にデジタル技術を活用することで企業価値向上に取り組む県内企業を増加させるため、デジタル・トランスフォーメーショ

ンに向けた準備が整った企業を認定する経済産業省の「DX認定」取得の支援(30社)に加え、DXの先進事例創出(5社)と、

この事例を横展開することで、県内企業のDXを促進する。

【狙い】

県内企業がデジタル技術を経営に組み込み、企業価値向上につながるDXを推進できる準備が整った状態(DX-Ready)の企

業を創出・拡大する。経済産業省「DX認定」の申請プロセスを活用し、DX方針・推進体制・計画の整理を行うとともに、企業

内の意思決定や社内浸透を前に進め、「実行の一歩」へとつなげることを重視した支援を実施する。

併せて、先進事例の創出と横展開により、県内産業の高付加価値化に向けたDXの波及を図る。

【達成目標】

上記目的と狙いの為、以下達成目標を設定した。

区分 項目 目標

企業の募集 参加企業確定(DX認定取得支援プログラム) 30社

企業の募集 参加企業確定(DX先進企業創出支援プログラム) 5社

DX認定取得支援プログラム セミナーの開催 4回開催

DX認定取得支援プログラム プラットフォーム掲載(成果物掲載) 30社

DX認定取得支援プログラム DX認定制度申請 30社

DX先進企業創出支援プログラム 現状把握(個別コンサルティング)
10回

（5社×2回）

DX先進企業創出支援プログラム 0次面談会
5回

（5社×1回）

DX先進企業創出支援プログラム 委員会型伴走支援
20回

（5社×4回）

DX先進企業創出支援プログラム NDXPのプラットフォーム掲載(成果物掲載) 5社

成果報告会 成果報告会(参加人数) 40名以上

その他 デジタルコミュニティへの参加 5社以上

その他 ナレッジ集ワークショップ 1回

その他 セレクション勉強会 1回

その他 地域DXイベント-LAST NIIGATA(参加人数) 100名以上

進捗管理/構成員への発信 構成員側の全体会議 月1回

進捗管理/構成員への発信 運営事務局定例会議 随時（週1回目安）
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2. 事業概要

2-3. 実施体制・役割分担

本事業は、主催者(自治体)、運営事務局、金融機関・支援機関等が連携し、企業の掘り起こしから伴走支援、発信・横展開
までを一体で推進する体制として実施した。運営においては、定例会議等を通じて進捗共有と論点整理を継続し、企業の状況
に応じて支援内容・関与者・進め方を調整しながら事業を運用した。

外部パートナー(外部専門家)
・委員会への参加：奏風システムズ株式会社、株式会社Brizzy

株式会社イードア
• 事務局代表/企画実行者
• 統括責任者：石川
• 委員会伴走支援：高橋
• 業務責任者：福田

支
援
企
業(3

0

社)

BSNアイネット
・パートナー統括

新潟県

連
携
共
同
企
画

プ
ロ
グ
ラ
ム
提
供

委託

第四北越銀行
・DX支援企業への
啓蒙
・支援企業候補と
なる企業のソーシン
グ
・支援機関向ワーク
ショップ担当

運営事務局

連携

連携

連
携連携

支援機関
・三条信用金庫
・上越信用金庫
・長岡商工会議所
・十日町商工会議所
・日本政策金融公庫



日付 実施内容

2025/5/13 セミナー内での事業説明

2025/5/14 セミナー内での事業説明

2025/5/27 セミナー内での事業説明

2025/5/28 支援機関向け説明会の実施
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3. 実施内容

3-1. 全体構成

本事業は、「3-2.企業募集～選定」、「3-3. DX認定取得支援プログラム」、「3-4. DX先進企業創出支援プログラム」、「3-5. 

成果報告会」、「3-6. その他の取組(横展開・発信)」で構成し、相互に連動させながら実施した。

2025/5/14の様子 2025/5/28の様子 2025/5/27の様子

支援機関と連携した説明会の実施

日付 支援機関名 実施方法

2025/5/26 ■■■■■■■■■ オンライン

2025/5/16 ■■■■■■■■■ 本店

2025/5/20 ■■■■■■■■■ 長岡商工会議所

2025/5/22 ■■■■■■■■■ オンライン

2025/6/9 ■■■■■■■■■ オンライン

支援機関と事業についての面談の実施

3-2.企業募集～選定

3-2-1. 金融機関・商工団体などの支援機関と連携した企業の掘り起こし(説明会・セミナー)

企業の掘り起こしは、日頃から企業経営に伴走している金融機関や商工団体などの支援機関との連携により実施した。
支援機関向け説明会に加え、 ■■ ■■■■■■のセミナー等の機会においても本事業の説明を行い、確度の高い企業の推
薦・掘り起こしに努めた。

3-2. 
企業募集～選定

金融機関・商工団体
などの支援機関と連携
した企業の掘り起こし
(説明会・セミナー)

企業面談の実施と選
定

3-3. 
DX認定取得支援プログラム

3-4. 
DX先進企業創出支援プログラム

3-5.
 成果報
告会

集合型セミナー
個別

フォローアップ
1ヵ年計画策定

委員会型
伴走支援

3-6. その他の取組(横展開・発信)
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3. 実施内容

企業と事業についての面談の実施

支援機関との連携により、計72社の候補企業を抽出した。その後、本事業の趣旨および対象要件に基づき優先度を整理のうえ、
候補企業のうち面談を43社に対して実施した。面談では、事業概要の説明に加え、DX推進に向けた現状整理(課題・体制・
進め方等)を行い、以降の支援プログラムの起点とした。
なお、本事業に参加出来なかった企業に対しては、DX総合相談窓口の紹介等のフォローアップを実施した。

面談日 企業名 業種 地域 従業員規模 実施方法 事業参加

2025/05/12 - 建設業 佐渡 100名未満 本社 〇

2025/05/21 - 建設業 上越地域 100名未満 本社 〇

2025/06/03 - その他 下越地域 100名以上 本社 ×

2025/06/03 - 建設業 下越地域 100名以上 本社
〇

(途中辞退)

2025/06/04 - その他 上越地域 100名未満 本社 〇

2025/06/04
2025/06/26

- 卸売・小売 上越地域 100名未満
初回：本社

追加：オンライン
〇

2025/06/11 - 製造業 下越地域 100名以上 本社 〇

2025/06/11 - 製造業 中越地域 100名以上 本社 〇

2025/06/11 - 製造業 下越地域 100名以上 本社 〇

2025/06/12 - 卸売・小売 上越地域 100名以上 本社 〇

2025/06/16 - 製造業 上越地域 100名以上 本社 ×

2025/06/16 - 製造業 中越地域 100名未満 本社 〇

2025/06/27 - 製造業 上越地域 100名未満 要確認 〇

2025/06/16
2025/06/26

- 製造業 上越地域 100名未満
初回：本社

追加：オンライン
〇

2025/06/17 - 製造業 中越地域 100名未満 本社 ×

2025/06/17 - その他 下越地域 100名未満 本社 〇

2025/06/18 - 製造業 中越地域 100名未満 本社 〇

2025/06/19 - 建設業 中越地域 100名未満 本社 〇

2025/06/20 -
ｻｰﾋﾞｽ業
(宿泊・飲

食)
下越地域 100名未満 本社 ×

2025/06/20 - 建設業 下越地域 100名以上 本社 〇

2025/06/23 - 建設業 中越地域 100名未満
三条信用金庫

（本店）
〇

2025/06/24 - 製造業 佐渡 100名以上 オンライン 〇

2025/06/25 - その他 中越地域 100名未満 オンライン ×

3-2-2. 企業面談の実施と選定
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3. 実施内容

面談日 企業名 業種 地域 従業員規模 実施方法 事業参加

2025/06/26 - 卸売・小売 下越地域 100名以上 本社 ×

2025/06/26 - 建設業 中越地域 100名未満 オンライン 〇

2025/07/01 - 製造業 下越地域 100名未満 本社 ×

2025/07/01
2025/07/07

-
卸売・小

売
下越地域 100名未満

初回：本社
追加：オンライン

〇

2025/07/02 - 建設業 下越地域 100名未満 本社 〇

2025/07/03 - 建設業 下越地域 100名未満 本社 〇

2025/07/03 - 建設業 下越地域 100名未満 本社 〇

2025/07/03 - その他 下越地域 100名未満 オンライン 〇

2025/07/07 -
卸売・小

売
下越地域 100名未満 本社 ×

2025/07/07 - その他 中越地域 100名未満 本社 ×

2025/07/09 - その他 下越地域 100名未満 本社 〇

2025/07/10 -

ｻｰﾋﾞｽ業
(宿泊・飲

食)
下越地域 100名未満 本社 ×

2025/07/11 - 建設業 中越地域 100名未満 本社 〇

2025/07/15 - 製造業 下越地域 100名未満 本社 〇

2025/08/05 - 建設業 下越地域 100名未満 本社 〇

2025/08/07 -

ｻｰﾋﾞｽ業
(宿泊・飲

食)
中越地域 100名未満 オンライン ×

2025/09/01 -
卸売・小

売
下越地域 100名未満 オンライン 〇

2025/10/30 - 製造業 下越地域 100名未満 本社 ×

2025/12/10 -
卸売・小

売

下越地
域

100名未満 オンライン 〇

2026/01/14 - 製造業
下越地
域

100名未満 オンライン 〇

尚、「3-4. DX先進企業創出支援プログラム」の参加意向のある企業に対しては、「全社改革」「新規事業」 「人的資本経営」
「推進体制」の視点からヒアリングをし、以下企業を選定。

企業名 業種 地域 従業員規模

株式会社三原田組 建設業 上越地域 100名未満

三行合成樹脂株式会社 製造業 下越地域 100名以上

株式会社カワイ精工 製造業 上越地域 100名未満

アサヒアレックスホールディングス株式会社 建設業 下越地域 100名以上

株式会社堀内組 建設業 中越地域 100名未満

文章、微修正

企業名「-」に変更
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3. 実施内容

3-3.  DX認定取得支援プログラム

DX認定取得支援プログラムでは、集合型セミナーと個別面談を組み合わせて実施した。セミナーでは、DXの定義と本質、推進
の考え方に加え、DX認定制度の要点、申請に必要な観点、整理、セキュリティセミナーを実施。個別面談では、各社の現状整
理を行ったうえで、方針・体制・計画(ロードマップ等)の具体化、外部発信に向けた整理、申請準備を伴走した。
これにより、書類作成に留まらず、企業内の意思決定と社内浸透を前に進め、「実行の一歩」へ接続することを重視して支援を
行った。

「DX認定取得支援」集合型セミナーについて

DX認定取得支援プログラム(集合型セミナー・個別伴走)の実施概要は以下のとおりである。

日付 参加企業 実地場所

2025/7/14

プログラム
参加企業

計：11社

NINNO3 RoomF
(新潟市)聴講者 計：2機関

支援機関 計：3機関

主催・運
営

新潟県/株式会社イードア/株式会社第四北越銀行/株式会社
BSNアイネット

2025/9/11

参加企業 計：4社

糸魚川ビジネス共創
拠点 Catalo
(糸魚川市)

聴講者 計：5事業者

支援機関 計：1機関

主催・共
催・運営

新潟県/糸魚川市/株式会社イードア/株式会社第四北越銀行/株
式会社BSNアイネット

2025/9/16

参加企業 計：5社

米百俵プレイス
ミライエ長岡
(長岡市)

支援機関 計：3機関

主催・共
催・運営

新潟県/株式会社イードア株式会社第四北越銀行/株式会社BSN
アイネット

2025/9/18

参加企業 計：9社

NINNO3 RoomC
(新潟市)支援機関 計：1社

聴講者 計：2機関

主催・共
催・運営

新潟県/株式会社イードア/株式会社第四北越銀行株式会社BSN
アイネット

数字のみに変更
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3. 実施内容

2025年9月18日の様子2025年7月14日の様子 2025年9月11日の様子 2025年9月16日の様子

集合型セミナーで共有した観点を踏まえ、個別面談では現状整理を行ったうえで、方針・体制・計画の具体化、外部発信に向
けた整理等、DX認定申請までを伴走支援した。併せて、ロードマップの具体化支援は、企業の状況・要望に応じて実施した。
個別面談の実績は以下のとおりである。

指標 実績

個別面談回数(延べ) 112回

対象企業数 31社

実施形態(対面／オンライン) 対面：7回／オンライン：105回

「DX認定取得支援プログラム」における実績

ロードマップシート DX認定申請書 外部公資料

支援の中で整理・作成した成果物の例を以下に掲載する。

＜-マスキング(元データ削除済み)
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3. 実施内容

ワークショップ・個別面談・0次面談会（実施一覧）

3-4. DX先進企業創出支援プログラム

DX先進企業創出支援プログラムでは、DXセレクションに資する企業の創出を目的に、ワークショップ(全3回)および個別面談(各
社2回)を実施し、1ヵ年計画を策定した。
その後、策定した1か年計画を実行に移すため、外部パートナーとの0次面談会を実施するとともに、委員会のテーマを決定し、委
員会を設立した。さらに、委員会型の伴走支援を組み合わせることで、計画の具体化にとどまらず、意思決定・実行・社内浸透
(人材育成を含む)に接続することを重視した伴走支援を実施した。

項目 日付 概要 実施方法

ワークショップ1回目 2025年8月19日
参加者同士のDX戦略の発信
コアコンピタンスの抽出について

NINNO3 
RoomF

個別面談

2025年8月28日 企業との面談 オンライン

2025年8月28日
2025年9月2日

企業との面談 ※個別面談2回実施。 オンライン

2025年8月29日 企業との面談 オンライン

2025年9月1日 企業との面談 オンライン

2025年9月5日 企業との面談 オンライン

ワークショップ2回目 2025年9月8日
コアコンピタンスの内容の共有
1ヵ年計画策定に向けた講義の実施

NINNO3 
RoomF

個別面談

2025年9月16日 企業との面談 オンライン

2025年9月17日 企業との面談 オンライン

2025年9月17日 企業との面談 オンライン

2025年9月17日 企業との面談 オンライン

2025年9月19日 企業との面談 オンライン

ワークショップ3回目 2025年9月24日 1ヵ年計画の発表
NINNO3 
RoomF

0次面談会

2025年10月7日 株式会社三原田組・株式会社BSNアイネットとの面談 オンライン

2025年10月9日
アサヒアレックスホールディングス株式会社・株式会社
BSNアイネットとの面談

オンライン

2025年10月16日 三行合成樹脂株式会社・株式会社イードアとの面談 オンライン

2025年11月5日 株式会社カワイ精工・株式会社Brizzyとの面談 オンライン

2025年11月6日 株式会社堀内組・奏風システムズ株式会社との面談 オンライン

2025年8月19日の様子 2025年9月8日の様子 2025年9月16日の様子 0次面談会の様子
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3. 実施内容

委員会型伴走支援は、委員会テーマに基づき、意思決定・実行・社内浸透(人材育成を含む)を前に進めることを目的に実施し
た。
関係者(企業・外部パートナー等)が同席する委員会形式で議論と推進を行うことで、計画の具体化にとどまらず実行フェーズへ
の接続を重視した伴走支援を実現した。
実績、各社の委員会概要ならび実施の様子は以下のとおりである。

指標 実績

委員会型伴走支援（延べ） 24回

対象企業数 5社

実施形態 対面：10回／オンライン：14回

成果物掲載 5社

委員会型伴走支援における実績

委員会活動の様子 成果物① 成果物②

企業名 委員会テーマ 構成員

アサヒアレックスホール
ディングス株式会社

真のCRM（顧客関係管理）構築に向けた
SharePoint活用と全社員参加コンテスト

• アサヒアレックスホールディングス株式会社
• 株式会社BSNアイネット
• 株式会社第四北越銀行

株式会社カワイ精工
金型×ITのシナジーによる次世代ビジネスモデ
ル構築と営業ゼロ体制の設計

• 株式会社カワイ精工
• 株式会社Brizzy
• 株式会社第四北越銀行

三行合成樹脂株式
会社

DX主語を『全社員・私たち』へ：DX人材育
成とスキルマップ構築・浸透戦略の設計

• 三行合成樹脂株式会社
• 株式会社イードア
• 株式会社日本政策金融公庫

株式会社三原田組
5つの戦略軸に基づくDX推進：社員参加型
の委員会設計

• 株式会社三原田組
• 株式会社BSNアイネット
• 株式会社第四北越銀行

株式会社堀内組

現場改善PJの実装：若手女性中心の小さく
始める企業DX

• 株式会社堀内組
• 奏風システムズ株式会社
• 株式会社イードア
• 三条信用金庫

各委員会における委員会概要
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3. 実施内容

3-5. 成果報告会

3-5-1. 中間報告(地域DXイベント-LAST NIIGATA)

本事業の中間報告は、2025年11月12日に「地域DXイベント-LAST NIIGATA」を開催した、「X-DXイベント」(10:00～
13:00)として実施した。

項目 内容

イベント名 地域DXイベント-LAST NIIGATA

実施日 2025年11月12日

会場 NINNOプレゼンテーションスペース ／ NINNO3

X-DXイベント概要 県内企業がDX戦略を発信し、IT事業者のサービス理解・接点創出を図る地域DXイベントとして実施

-DX戦略発信企
業

企業名 タイトル

アサヒアレックスホールディングス株式会社 Build for Life.地域の暮らしをつくる、DX戦略。

株式会社カワイ精工 株式会社カワイ精工 DX戦略

有限会社小嶋動物病院 獣医療DX

株式会社三行合成樹脂 DX戦略発信 三行合成樹脂株式会社

株式会社堀内組 ふるさとの未来をつなぐDX

株式会社三原田組 三原田組のDX戦略～変化を力に、地域とともに～

-DX推進事例発
信企業

上進漬物工業株式会社 DXの取組

株式会社スリーピークス技研 LAST NIIGATA X-DX推進ピッチ

株式会社バイオテックジャパン DXによる社内活性化

-パートナーピッチ

株式会社Academix

株式会社THNKアドバイザリー

新潟県工業技術総合研究所

X-DX交流会概要 登壇企業と聴講者との交流会

支援機関向けDX
推進研修概要

支援機関におけるDX推進の必要性、DX推進の事例について
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3. 実施内容

項目 内容

イベント名 X-DX合同成果報告会

後援
NINNO、新潟県DX推進プラットフォーム(NDXP)、経済産業省、財務省関東財務局、独立行政法人情報
処理推進機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、信金中央金庫

開催日 2026年2月10日

実施方法 NINNOプレゼンテーションスペース ／ オンライン(Zoom ウェビナー)

実施枠 【第2部】「県内企業のDX戦略や推進」X-DX成果報告会（15:00～17:00）

実施概要
県内企業のDX戦略・推進に関する取組成果の共有。先進企業5社による取組発表を中心に、追加2社から
DX推進状況の報告。

登壇企業

企業名 タイトル

アサヒアレックスホールディングス株式会社
DXは、人と人の心をつなぐための経営戦略 ― 社員が全員主
役となった社内DXの実践事例

株式会社カワイ精工
金型×ITで切り拓く次世代ものづくりDX戦略～DX戦略と委員
会活動の成果発表～

株式会社三行合成樹脂 DXの主語は私たちへ 全社変革と人材成長

株式会社堀内組
「紙を無くす」からの「仕事をちょっぴり楽にしたい」～若手が主導
するDX自走化への挑戦～

株式会社三原田組
プロジェクトDX～人にしかできない価値ある仕事に集中し、信
頼を未来へつなぐ挑戦の物語～

株式会社金津屋 「浅瀬」から「深海」へ。地方の金物屋が挑んだ、常識破りのDX

水島鉄工株式会社
地方の製造業が生き残るためにトランスフォーメーション！～QX
委員会のその後について

参加者数 142名（オンライン含む)

備考
【第1部】「支援機関によるDX支援の取組」 成果報告会(13:00～14:30)
【第3部】「NDXP同窓会／DX進捗報告会」(17:00～18:00)とも一部連携し実施

3-5-2. X-DX合同成果報告会(【第2部】「県内企業のDX戦略や推進」）

本事業の成果報告は、2026年2月10日に開催したX-DX合同成果報告会の【第2部】「県内企業のDX戦略や推進」
(15:00～17:00)として実施した。
当日は、県内企業が取り組むX(トランスフォーメーション)を起点としたDX戦略・推進について、実践事例と成果を共有する場とし
て構成し、先進企業5社の取組発表を中心に、DX認定取得支援プログラムへ参加の2社についてもDX推進状況の報告を行っ
た。
また、【第3部】「NDXP同窓会／DX進捗報告会」(17:00～18:00)とも一部連携し、支援プログラム参加企業の進捗(その
後)を共有するを設け実施した。
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3. 実施内容

広報物について、周知・申込導線(LP)・Web掲載(地域DX推進ラボ等)に用いた制作物は以下の通りである。

種別 主用途

チラシ（A4） 周知・参加募集(配布)

サムネイル Web掲載(地域DX推進ラボ 等)

ランディングページ イベント情報の集約・申込導線

当日配布パンフレット 当日配布(プログラム案内)

イベントプレスリリース 周知(対外発信)

NINNO HPへの掲載 周知(Web掲載)

作成した広報物

地域DX推進ラボ掲載用サムネイルイベントチラシ ランディングページ

地域DX推進ラボへの掲載 イードアプレスリリース 当日配布パンフレット
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3. 実施内容

NINNOへの掲載
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3. 実施内容

地域DXイベント-LAST NIIGATA

3-6. その他の取組(横展開・発信)

成果報告会に加え、取組成果の横展開および推進基盤の強化を目的に、以下の取組を実施した(支援機関向け取組は
2025年11月10日、2026年2月10日の計2回 実施)。

項目 内容

イベント名 地域DXイベント-LAST NIIGATA

実施日 2025年11月12日

会場 NINNOプレゼンテーションスペース ／ NINNO3

X-DXイベント概要
県内企業がDX戦略を発信し、IT事業者のサービス理解・接点創出を図る地域DXイベントとして実
施

-DX戦略発信企業
アサヒアレックスホールディングス株式会社、株式会社カワイ精工、有限会社小嶋動物病院、株式会
社三行合成樹脂、株式会社堀内組、株式会社三原田組

-DX推進事例発信
企業

上進漬物工業株式会社、株式会社スリーピークス技研、株式会社バイオテックジャパン

-パートナーピッチ 株式会社Academix、株式会社THNKアドバイザリー、新潟県工業技術総合研究所

X-DX交流会概要 登壇企業と聴講者との交流会

支援機関向けDX推
進研修概要

支援機関におけるDX推進の必要性、DX推進の事例について

併催
• デジタル経営支援WS研修(ITコーディネータ協会)13:00～16:30／NINNO3 RoomF
• 生成AIノーコードツールハンズオン(NotebookLM・Dify)13:30～16:00／NINNO3 RoomC
• リアルDX総合相談窓口(13:00～14:30、16:00～17:30)／NINNO3 ブース内

本イベント参加者数 累計191 名(併催含む)

3-6-1. 新潟最大統合型イノベーションウィーク「LAST NIIGATA」における地域DXイベントの開催
(一部再掲)

地域DXイベントでは、X-DXイベント(DX戦略・推進事例の発信)を中心に、交流会・DX相談窓口・研修等を組み合わせて、
地域のDXに関する集中型のイベントを実施した。
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3. 実施内容

地域DXイベント-LAST NIIGATAの周知および参加募集に向けて、チラシ・LP・Web掲載用素材(地域DX推進ラボ等)を作
成した。主な制作物例を以下の通りである。

地域DX推進ラボ掲載用サムネイルイベントチラシ ランディングページ

地域DX推進ラボへの掲載 当日配布パンフレット

種別 主用途

チラシ（A4） 周知・参加募集（配布）

サムネイル Web掲載（地域DX推進ラボ 等）

ランディングページ イベント情報の集約・申込導線

当日配布パンフレット 当日配布（プログラム案内）

イードアプレスリリース 周知（対外発信）

作成した広報物



19

3. 実施内容

イードアプレスリリース



日付 企業名 実施方法

2025/12/2 - オンライン

2025/12/2
2025/12/8
2025/12/15

- オンライン

2025/12/12
2025/12/19

- オンライン

2025/12/15 - オンライン

2025/12/19 - オンライン
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3. 実施内容

3-6-2. セレクション勉強会

セレクション勉強会は、DXセレクションに必要な要件・評価観点の理解と、申請に向けた整理の進め方のノウハウ習得を目的に実
施した。

項目 内容

取組名 セレクション勉強会

実施日
1回目：2025年10月20日
2回目：2025年12月1日

実施方法 NINNO3 RoomC ／ オンライン(Zoom)

申込参加
企業

計：12社

計：4機関

主な内容
1回目：DX戦略の概要/DXセレクション選定のポイント等/形式要件・アピールポイント整理・自社診断について
2回目：DXセレクションの公募要領について/DXセレクションの応募に向けたポイントについて

2025年10月20日の様子 2025年12月1日の様子

本勉強会を実施終了後、個別に個社に対してのDXセレクションの申請に伴うフォローアップを実施
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3. 実施内容

3-6-3.支援機関向けワークショップ

支援機関向けワークショップは、支援機関が地域企業に対してDX支援を実行できる状態を目指し、DX認定支援の観点整理・
支援手法の共有・連携の進め方の共通化を目的に実施した。

項目 内容

取組名 支援機関向けワークショップ

実施日
• 【第1回】2025年11月10日
• 【第2回】2026年2月10日(計2回)

実施方法
• 【第1回】NINNO3 RoomF
• 【第2回】NINNOプレゼンテーションスペース

参加者

【第1回目】
• 計：2機関
【第2回目】
• 計：6機関

主な内容
• 【第1回】支援機関向けDX推進研修
• 【第2回】DX認定のナレッジ集におけるワークショップ

備考
• 【第1回】2025年11月10日は、地域DXイベント-LAST NIIGATA（3-7-1）のプログラムの

一部として実施した。

2025年11月10日の様子 2026年2月10日の様子

3-6-4. DX認定取得支援ナレッジ集

DX認定取得支援ナレッジ集は、支援機関が地域企業に対して、企業価値向上のためのDX認定取得支援をする際の確認の
観点・進め方を整理し、支援機関における企業へのDX認定取得支援の促進を目的に作成した。
3-3 DX認定取得支援プログラムにおける30社へのDX認定取得支援を通して得られたノウハウや、3-7-3の支援機関向けワー
クショップで共有・整理した内容に基づき、実務で参照可能なナレッジ集を策定。

項目 内容

成果物名 DX 認定取得支援ナレッジ集

目的 支援機関における地域企業への企業価値向上のための「DX認定」取得支援の促進

DX認定取得支援ナレッジ集は後述の5-5に掲載する。
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４. 効果測定と成果分析

区分 項目 目標 実績 達成率

企業の募集
参加企業確定

（DX認定取得支援プログラム）
30社 30社 100%

企業の募集
参加企業確定

（DX先進企業創出支援プログラム）
5社 5社 100%

DX認定取得支援プログ
ラム

セミナーの開催 4回開催 4回開催 100%

DX認定取得支援プログ
ラム

プラットフォーム掲載
（成果物掲載）

30社 30社 100%

DX認定取得支援プログ
ラム

DX認定制度申請 30社 30社 100%

DX先進企業創出支援
プログラム

現状把握
（個別コンサルティング）

10回
（5社×2回）

11回 110%

DX先進企業創出支援
プログラム

0次面談会
5回

（5社×1回）
5回 100%

DX先進企業創出支援
プログラム

委員会型伴走支援
20回

（5社×4回）
24回 120%

DX先進企業創出支援
プログラム

NDXPのプラットフォーム掲載
（成果物掲載）

5社 5社 100%

成果報告会 成果報告会（参加人数） 40名以上
累計142名

(オンライン参加
含む)

355%

その他 デジタルコミュニティへの参加 5社以上 5社 100%

その他 ナレッジ集ワークショップ 1回 1回 100%

その他 セレクション勉強会 1回 2回 200%

その他
地域DXイベント-LAST NIIGATA

（参加人数）
100名以上 累計191名 191%

進捗管理/構成員への
発信

構成員側の全体会議 月1回
9回

(2025年6月18日
～2026年2月18日)

進捗管理/構成員への
発信

運営事務局定例会議
随時

（週1回目安）

40回
(2025年4月25日

～2026年2月20日)

4-1. 目標に対する実績および達成率について

本事業で設定した目標(KPI)に対する実績および達成率は、以下のとおりである。
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４. 効果測定と成果分析

4-2. プログラムにおける満足度について

本事業で設定した目標(KPI)に対する実績および達成率は、以下のとおりである。

4-2-1. DX認定取得支援プログラム

本プログラムの満足度に関する評価結果については以下のとおりである。
• 対象者数：30社
• 有効回答数：27件
• 評価は5点「満足」～1点「不満」の5段階。平均点は小数第3位を四捨五入

設問 平均点（5点満点）

本プログラム全体の満足度について教えてください。 4.78

集合型セミナーの内容や運営はいかがでしたか？ 4.56

貴社の状況に応じた個別面談（フォローアップ）への有用性はいかがでしたか？ 4.89

0 0 0

6

21

0

10

20

30

1点 2点 3点 4点 5点

0 0 0

12

15

0

5

10

15

20

1点 2点 3点 4点 5点

4点

44%
5点

56%
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22%

5点

78%
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3点

4点

5点

本プログラム全体の満足度について教えてください。

集合型セミナーの内容や運営はいかがでしたか？

貴社の状況に応じた個別面談（フォローアップ）への有用性はいかがでしたか？
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４. 効果測定と成果分析

設問 回答数 比率

自社の現状(課題や強み)を客観的に整理できた。 21 77.8%

経営者のおもいをDX戦略等へ言語化・整理することが出来た。 19 70.4%

経営ビジョンと紐づいた実践的なDX戦略(ロードマップ)の策定が出来た。 16 59.3%

その他 2

本プログラムを通じて得られた効果に関する評価結果については以下のとおりである。
• 対象者数：30社
• 有効回答数：27件
• 選択方式：複数回答
• 計算方式：回答数÷有効回答数×100

No
自社の現状課題や強み)を客

観的に整理できた。
経営者のおもいをDX戦略等へ言語

化・整理することが出来た。
経営ビジョンと紐づいた実践的なDX戦
略（ロードマップ）の策定が出来た。

その他

1 〇
2 〇
3 〇 〇
4 〇 〇
5 〇
6 〇 〇 〇
7 〇
8 〇 〇 〇
9 〇 〇 〇
10 〇 〇 〇 〇
11 〇 〇
12 〇 〇 〇
13 〇 〇
14 〇
15 〇
16 〇 〇 〇
17 〇 〇
18 〇 〇 〇
19 〇 〇 〇
20 〇 〇 〇
21 〇 〇
22 〇 〇 〇
23 〇 〇 〇
24 〇 〇 〇
25 〇
26 〇
27 〇

尚、各社における選択結果は以下の通りである。
• 選択された項目を「〇」とし、選択されていない項目を「空白」とする。

尚、「その他」の回答として、以下回答があった。
「他社の事例、具体例を知り知見を広められた。」「申請書の入力にあたり、注意すべき点などについて具体的なアドバイスをいた
だけたことで、申請書作成にかかる時間を短縮することができました。」

成果分析について

4-2-1の結果より、参加者による本プログラムの満足度における評価は高く(4.78)、中でも、参加企業の状況に合わせた個別面
談の評価(4.89)が影響したと考えられる。特に、「DX認定制度」の取得を通じ、自社の現状（課題や強み）を客観的に整理
できた。(77.8%)、経営者のおもいをDX戦略等へ言語化・整理することが出来た。(70.4%)、経営ビジョンと紐づいた実践的
なDX戦略（ロードマップ）の策定が出来た。(59.3%)などの効果より、参加企業にとって企業価値向上に資する支援であったと
考えられる。
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４. 効果測定と成果分析

本プログラムの結果については以下のとおりである。
• 先進企業創出支援プログラムに参加企業：5社
• 有効回答数：5件
• 評価は5点「非常に満足」～1点「非常に不満足」の5段階。平均点は小数第3位を四捨五入

プログラム名について 平均点(5点満点)

1ヵ年計画策定 4.2

委員会型伴走支援 4.6
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定性コメントにおける、以下のとおりである。
【1ヵ年計画策定】
• いくつかの軸の視点で何を行わないといけないのか、客観視することができた。
• 現状の強みやコアコンピタンスを考えるきっかけになり、道筋を示してくれた
• 計画、推進していく方向性が整理でき、新たな視点を考えるきっかけになった。
• 1ヵ年におけるモデル事例があるとよかった。
• 中期経営計画とDX戦略の紐づけが重要だと感じ、中期経営計画の策定等に関する支援があるとよかった。
• 対面で実施できたことによる重要性は感じる一方で、参加企業の所在地に合わせた実施場所選定があるとよかった。

【委員会型伴走支援】
• 全体感の課題を整理し、納得感をもちながら進められ、自社でできなかった知見を入れることができ、柔軟に対応いただけた。
• 企業の状況に合わせた支援が行われ、現場への落としこみがなされ、これまでにない現場とのコミュニケーションが生まれた。
• ゴールが明確となることで、スピード感が発生し、現場のリアルな箇所を知る機会になった。
• 伴走期間をもっと長期間あればより助かった。
• 外部パートナーは1社だけではなく、複数いてもよかった。

4-2-2の結果より、参加者による「1ヵ年計画策定」の満足度は、4.2、「委員会型伴走支援」の満足度は、4.6であり、自社のコ
アコンピタンスを抽出し、計画策定・推進する本プログラムの内容・方向性に前向きな評価が得られたものと考える。
一方で、課題としては、1ヵ年計画策定にあたっての参考事例の提示や、委員会型伴走支援期間の延長、中期経営計画とDX
戦略の連動性に関する支援の拡充などが挙げられた。これらはいずれも本プログラムに対するポジティブな評価を前提とした上で、
さらなる支援の質向上を求める要望であると考えられる。

4-2-2. DX先進企業創出支援プログラムの満足度について

1ヵ年計画策定

委員会型伴走支援

成果分析について
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５. 成果物

企業名 業種 地域 従業員規模 リンク

麒麟山酒造株式会社 製造業 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/694b5bad28c291
1ca7cd448b

有限会社小嶋動物病院 その他 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/68b3ec75cec9b9e
7f41f04bd

本間建設株式会社 建設業 佐渡 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/696f06b475b7191
798289afb

田辺運輸株式会社 その他 上越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/692fe475d0a31d4
2e5d36dc6

上進漬物工業株式会社 製造業 上越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/692fe8e61b1f0a3
ef2151996

松尾株式会社 卸売・小売 上越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/69c490b3f5604ea
afcad465c

社会福祉法人 岡山福祉会 その他 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/69435ec9ba93b01
2e183cbc8

三行合成樹脂株式会社 製造業 下越地域 100名以上
https://ndxp.jp/case-
studies/69326f33fd6aa82
ee2f0d28d

佐渡精密株式会社 製造業 佐渡 100名以上
https://ndxp.jp/case-
studies/692fdfe1d0a31d4
2e5d2e9cf

株式会社堀内組 建設業 中越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/68aec6865c9f7f7b
ccf9a169

株式会社保坂組 建設業 中越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/699f922e1a8b692
d041acb71

株式会社日青堂 卸売・小売 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/6971b9da69d857
2ac3772ff3

株式会社南雲製作所 製造業 中越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/6945f1cfddd212e
30594d96d

5-1. DX認定取得支援プログラムにおける各社のDX戦略発信資料

3-3. DX認定取得支援プログラムを通じた各企業のDX戦略の発信資料は以下の通りである。

https://ndxp.jp/case-studies/694b5bad28c2911ca7cd448b
https://ndxp.jp/case-studies/694b5bad28c2911ca7cd448b
https://ndxp.jp/case-studies/694b5bad28c2911ca7cd448b
https://ndxp.jp/case-studies/694b5bad28c2911ca7cd448b
https://ndxp.jp/case-studies/68b3ec75cec9b9e7f41f04bd
https://ndxp.jp/case-studies/68b3ec75cec9b9e7f41f04bd
https://ndxp.jp/case-studies/68b3ec75cec9b9e7f41f04bd
https://ndxp.jp/case-studies/68b3ec75cec9b9e7f41f04bd
https://ndxp.jp/case-studies/696f06b475b7191798289afb
https://ndxp.jp/case-studies/696f06b475b7191798289afb
https://ndxp.jp/case-studies/696f06b475b7191798289afb
https://ndxp.jp/case-studies/696f06b475b7191798289afb
https://ndxp.jp/case-studies/692fe475d0a31d42e5d36dc6
https://ndxp.jp/case-studies/692fe475d0a31d42e5d36dc6
https://ndxp.jp/case-studies/692fe475d0a31d42e5d36dc6
https://ndxp.jp/case-studies/692fe475d0a31d42e5d36dc6
https://ndxp.jp/case-studies/692fe8e61b1f0a3ef2151996
https://ndxp.jp/case-studies/692fe8e61b1f0a3ef2151996
https://ndxp.jp/case-studies/692fe8e61b1f0a3ef2151996
https://ndxp.jp/case-studies/692fe8e61b1f0a3ef2151996
https://ndxp.jp/case-studies/69c490b3f5604eaafcad465c
https://ndxp.jp/case-studies/69c490b3f5604eaafcad465c
https://ndxp.jp/case-studies/69c490b3f5604eaafcad465c
https://ndxp.jp/case-studies/69c490b3f5604eaafcad465c
https://ndxp.jp/case-studies/69435ec9ba93b012e183cbc8
https://ndxp.jp/case-studies/69435ec9ba93b012e183cbc8
https://ndxp.jp/case-studies/69435ec9ba93b012e183cbc8
https://ndxp.jp/case-studies/69435ec9ba93b012e183cbc8
https://ndxp.jp/case-studies/69326f33fd6aa82ee2f0d28d
https://ndxp.jp/case-studies/69326f33fd6aa82ee2f0d28d
https://ndxp.jp/case-studies/69326f33fd6aa82ee2f0d28d
https://ndxp.jp/case-studies/69326f33fd6aa82ee2f0d28d
https://ndxp.jp/case-studies/692fdfe1d0a31d42e5d2e9cf
https://ndxp.jp/case-studies/692fdfe1d0a31d42e5d2e9cf
https://ndxp.jp/case-studies/692fdfe1d0a31d42e5d2e9cf
https://ndxp.jp/case-studies/692fdfe1d0a31d42e5d2e9cf
https://ndxp.jp/case-studies/68aec6865c9f7f7bccf9a169
https://ndxp.jp/case-studies/68aec6865c9f7f7bccf9a169
https://ndxp.jp/case-studies/68aec6865c9f7f7bccf9a169
https://ndxp.jp/case-studies/68aec6865c9f7f7bccf9a169
https://ndxp.jp/case-studies/699f922e1a8b692d041acb71
https://ndxp.jp/case-studies/699f922e1a8b692d041acb71
https://ndxp.jp/case-studies/699f922e1a8b692d041acb71
https://ndxp.jp/case-studies/699f922e1a8b692d041acb71
https://ndxp.jp/case-studies/6971b9da69d8572ac3772ff3
https://ndxp.jp/case-studies/6971b9da69d8572ac3772ff3
https://ndxp.jp/case-studies/6971b9da69d8572ac3772ff3
https://ndxp.jp/case-studies/6971b9da69d8572ac3772ff3
https://ndxp.jp/case-studies/6945f1cfddd212e30594d96d
https://ndxp.jp/case-studies/6945f1cfddd212e30594d96d
https://ndxp.jp/case-studies/6945f1cfddd212e30594d96d
https://ndxp.jp/case-studies/6945f1cfddd212e30594d96d
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５. 成果物

企業名 業種 地域 従業員規模 リンク

株式会社内山熔接工業 製造業 中越地域 100名以上
https://ndxp.jp/case-
studies/68ad7a01a14e57e
47930bbdd

株式会社村山土建 建設業 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/694e328cd0db66a
1b0efcede

株式会社新潟電装 卸売・小売 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/692029a018f1dfb
810c4bf5f

株式会社小野組 建設業 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/694c8e82aa2b648
ffe5e3372

株式会社山口製作所 製造業 中越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/6995a6d316329b
2950599642

株式会社三原田組 建設業 上越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/68ab7e93c9af91f0
4d572830

株式会社三愛ビル管理 その他 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/6941212e0efade1
a600f3e0e

株式会社金津屋 卸売・小売 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/696f039975b7191
798287b25

株式会社ツバメックス 製造業 下越地域 100名以上
https://ndxp.jp/case-
studies/68900c56ce40cf1
e4040bd97

株式会社カワイ精工 製造業 上越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/68b8cdc31f18046
aaf3bfbd0

株式会社ウエスト 卸売・小売 上越地域 100名以上
https://ndxp.jp/case-
studies/691ae35ef70039e
162909e60

横山建設株式会社 建設業 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/695e084f4ad25db
db94365be

伊米ヶ崎建設株式会社 建設業 中越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/68f894e8f81a52c
275aab964

安田建設株式会社 建設業 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/69719e8769d857
2ac3757369

https://ndxp.jp/case-studies/68ad7a01a14e57e47930bbdd
https://ndxp.jp/case-studies/68ad7a01a14e57e47930bbdd
https://ndxp.jp/case-studies/68ad7a01a14e57e47930bbdd
https://ndxp.jp/case-studies/68ad7a01a14e57e47930bbdd
https://ndxp.jp/case-studies/694e328cd0db66a1b0efcede
https://ndxp.jp/case-studies/694e328cd0db66a1b0efcede
https://ndxp.jp/case-studies/694e328cd0db66a1b0efcede
https://ndxp.jp/case-studies/694e328cd0db66a1b0efcede
https://ndxp.jp/case-studies/692029a018f1dfb810c4bf5f
https://ndxp.jp/case-studies/692029a018f1dfb810c4bf5f
https://ndxp.jp/case-studies/692029a018f1dfb810c4bf5f
https://ndxp.jp/case-studies/692029a018f1dfb810c4bf5f
https://ndxp.jp/case-studies/694c8e82aa2b648ffe5e3372
https://ndxp.jp/case-studies/694c8e82aa2b648ffe5e3372
https://ndxp.jp/case-studies/694c8e82aa2b648ffe5e3372
https://ndxp.jp/case-studies/694c8e82aa2b648ffe5e3372
https://ndxp.jp/case-studies/6995a6d316329b2950599642
https://ndxp.jp/case-studies/6995a6d316329b2950599642
https://ndxp.jp/case-studies/6995a6d316329b2950599642
https://ndxp.jp/case-studies/6995a6d316329b2950599642
https://ndxp.jp/case-studies/68ab7e93c9af91f04d572830
https://ndxp.jp/case-studies/68ab7e93c9af91f04d572830
https://ndxp.jp/case-studies/68ab7e93c9af91f04d572830
https://ndxp.jp/case-studies/68ab7e93c9af91f04d572830
https://ndxp.jp/case-studies/6941212e0efade1a600f3e0e
https://ndxp.jp/case-studies/6941212e0efade1a600f3e0e
https://ndxp.jp/case-studies/6941212e0efade1a600f3e0e
https://ndxp.jp/case-studies/6941212e0efade1a600f3e0e
https://ndxp.jp/case-studies/696f039975b7191798287b25
https://ndxp.jp/case-studies/696f039975b7191798287b25
https://ndxp.jp/case-studies/696f039975b7191798287b25
https://ndxp.jp/case-studies/696f039975b7191798287b25
https://ndxp.jp/case-studies/68900c56ce40cf1e4040bd97
https://ndxp.jp/case-studies/68900c56ce40cf1e4040bd97
https://ndxp.jp/case-studies/68900c56ce40cf1e4040bd97
https://ndxp.jp/case-studies/68900c56ce40cf1e4040bd97
https://ndxp.jp/case-studies/68b8cdc31f18046aaf3bfbd0
https://ndxp.jp/case-studies/68b8cdc31f18046aaf3bfbd0
https://ndxp.jp/case-studies/68b8cdc31f18046aaf3bfbd0
https://ndxp.jp/case-studies/68b8cdc31f18046aaf3bfbd0
https://ndxp.jp/case-studies/691ae35ef70039e162909e60
https://ndxp.jp/case-studies/691ae35ef70039e162909e60
https://ndxp.jp/case-studies/691ae35ef70039e162909e60
https://ndxp.jp/case-studies/691ae35ef70039e162909e60
https://ndxp.jp/case-studies/695e084f4ad25dbdb94365be
https://ndxp.jp/case-studies/695e084f4ad25dbdb94365be
https://ndxp.jp/case-studies/695e084f4ad25dbdb94365be
https://ndxp.jp/case-studies/695e084f4ad25dbdb94365be
https://ndxp.jp/case-studies/68f894e8f81a52c275aab964
https://ndxp.jp/case-studies/68f894e8f81a52c275aab964
https://ndxp.jp/case-studies/68f894e8f81a52c275aab964
https://ndxp.jp/case-studies/68f894e8f81a52c275aab964
https://ndxp.jp/case-studies/69719e8769d8572ac3757369
https://ndxp.jp/case-studies/69719e8769d8572ac3757369
https://ndxp.jp/case-studies/69719e8769d8572ac3757369
https://ndxp.jp/case-studies/69719e8769d8572ac3757369
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５. 成果物

企業名 業種 地域 従業員規模 リンク

セイキプラントサービス株式会社 建設業 中越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/6920275118f1dfb
810c46b60

アサヒアレックスホールディングス株式会社 建設業 下越地域 100名以上
https://ndxp.jp/case-
studies/68aeb6515c9f7f7
bccf88a5f

MURAKAMI CLASSIC 株式会社 製造業 下越地域 100名未満
https://ndxp.jp/case-
studies/699eb9e51a8b69
2d0418a10a

上記掲載内容はDX認定申請内容の一部であり、本事業においては、各社のDX認定申請内容の全てが成果物となる。

https://ndxp.jp/case-studies/6920275118f1dfb810c46b60
https://ndxp.jp/case-studies/6920275118f1dfb810c46b60
https://ndxp.jp/case-studies/6920275118f1dfb810c46b60
https://ndxp.jp/case-studies/6920275118f1dfb810c46b60
https://ndxp.jp/case-studies/68aeb6515c9f7f7bccf88a5f
https://ndxp.jp/case-studies/68aeb6515c9f7f7bccf88a5f
https://ndxp.jp/case-studies/68aeb6515c9f7f7bccf88a5f
https://ndxp.jp/case-studies/68aeb6515c9f7f7bccf88a5f
https://ndxp.jp/case-studies/699eb9e51a8b692d0418a10a
https://ndxp.jp/case-studies/699eb9e51a8b692d0418a10a
https://ndxp.jp/case-studies/699eb9e51a8b692d0418a10a
https://ndxp.jp/case-studies/699eb9e51a8b692d0418a10a
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５. 成果物

5-2. DX先進企業事例集 等

DX先進企業創出支援プログラムに参加した企業における活動について作成。
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５. 成果物

5-3. DX認定取得支援ナレッジ集

支援機関を対象とした、本事業を通じて得られたDX認定取得支援のための「実践的なノウハウ」と、現場の対話で実際に効果を

上げた「支援ツール」を体系化資料として、DX認定取得支援ナレッジ集を作成。













































































81

６. 総括

6-1. 今年度の総括

今年度は、経済産業省の認定制度及び表彰制度である「DX認定」取得支援(30社)と、「DXセレクション」に資する先進企業
の創出支援(５社)を一体的に運用した。
申請に向けた書類作成等の準備に留まらず、企業内の意思決定、推進体制の整備、そして社内浸透(人材育成を含む)を伴う
「実行の一歩」へと接続する支援に成功し、DX支援ノウハウが蓄積された。
また、「地域DXイベント-LAST NIIGATA」や「X-DX合同成果報告会」といった成果報告会・イベント等を通じて、取組の可視
化と横展開の機会を創出した。
そして、地域金融機関や商工団体等の支援機関による企業推薦や伴走支援への参画、「DX認定取得支援ナレッジ集」の共
有を通じて、支援機関と連携したDX推進のためのエコシステムの基盤構築や、DX支援ノウハウの波及に寄与した。

6-2. 今年度の成果

今年度の事業においては、設定した全ての目標を上回る実績を達成した。定量的な成果については4-1のとおり。
この実績は、県内企業におけるDXへの意識変容や、経営課題の解決に向けた自律的な取組が促進された結果であり、地域全
体の企業価値向上に資する以下の定性的成果が確認された。

1. 経営戦略と連動したDX戦略等の言語化および社内浸透の促進
本事業の個別面談(満足度4.89／5点満点)を通じ、経営層が抱える潜在的な課題を、対外発信可能な「DX戦略」として言
語化するプロセスが大きく進展した 。参加企業へのアンケートにおいても「自社の現状を客観的に整理できた(77.8%)」、「経営
者のおもいをDX戦略等へ言語化できた(70.4%)」との回答を得ており 、経営層と現場が共通認識を持ち、全社横断的にDX
を推進するための社内浸透の契機となった。

2.企業における「計画」から「実行フェーズ」への移行と自走力の獲得
DX先進企業創出支援における委員会型伴走支援を通じ、策定したDX戦略を計画に留めず、社内の具体的な実行へと着実
に移行した。外部専門家を交えたプロジェクト体制を構築したことで、部門間の連携が活性化し、若手社員や現場主導で自律
的に業務改善を推進する「自走化」の土台が形成された。

3. 支援機関との連携による持続可能な「DX推進エコシステム」の構築
本事業の大きな成果として、地域金融機関や商工団体等の支援機関との強固な連携体制の構築が挙げられる。支援機関に
は企業の推薦だけでなく、DX認定取得に向けた伴走支援の現場に直接参画いただいた。この協働プロセスを通じて、体系的な
認定取得支援のノウハウや、先進的なモデル企業を創出するための実践的な知見を支援機関と共有することができた。また、一
過性の支援で終わらせないため、支援機関を対象とした、DX認定取得支援に関するワークショップの実施や「DX認定取得支援
ナレッジ集」の策定・展開を行い、ノウハウの形式知化と共有を図った。これにより、本事業終了後も県内の支援機関が自立して
地域企業のDXを牽引し続ける、持続可能な「DX推進エコシステム」の基盤が確立出来たと考える。

4. 国の認定制度活用による県内企業の「DX-Ready」の底上げ
「DX認定取得」という国が定める明確な基準をゴールに設定したことで、参加企業30社全社が、経営戦略とDX戦略の連動、
推進体制の構築といった「DX-Ready」を達成した。これにより、単なるツールの導入ではなく、企業価値向上に向けた本質的な
DXの土台が県内企業に広く浸透し、新潟県全体の産業競争力の底上げに大きく寄与したと考える。

サイロ化であってますか？
→削除しました。
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６. 総括

6-3. 次年度に向けた示唆

本事業を通じて、県内企業における「DXの理解」から「実践・自走」への移行、および支援機関を巻き込んだ「DX推進エコシステ
ム」の基盤構築という大きな成果を得た。
次年度以降は、単なる制度申請の支援という「点」の取り組みに留まらず、今年度創出されたモデル企業群をハブとした「企業間
の相互学習」の促進や、支援機関の自律的な伴走ノウハウのさらなる定着に注力することが求められる。
これにより、一部の先進企業だけでなく、地域全体が波及的にトランスフォーメーションを遂げる「新潟県発の持続可能なDX推進
モデル」へと、本取組をさらに昇華させていく必要があると考える。

6-4. 「新潟県発の持続可能なDX推進モデル」に向けたポイント

本事業における一連の取組を通じ、県内企業のDX推進に向けた強固な土台が形成された。
次年度以降、「新潟県発の持続可能なDX推進モデル」へと取組みを加速させるために、以下のポイントがあると考える。

1. DX認定の申請から「実践の一歩目」への移行と公的連携の必要性
DX認定の取得はゴールではなく、DX推進のスタートラインである。認定取得に向けて整理した方針や計画を実際の行動に移す
「最初の一歩」を踏み出すためには、企業単独の努力だけでなく、国や自治体、各支援機関が提供する補助金や専門家派遣
等の各種支援メニューとシームレスに連携し、実行を強力に後押しする仕組みの構築が求められる。

2. 計画策定から「実装・定着フェーズ」への移行における実行力の担保
本事業を通じ、DX戦略の策定といった「計画フェーズ」においては、参加企業で大きな前進が見られた。一方で、策定した戦略を
日々の業務プロセスとして実装し、運用ルールの徹底やKPIを用いた進捗管理、社内DX人材の継続的な育成といった「定着
フェーズ」までを一気通貫で推進する体制づくりには依然としてハードルが存在する。企業が熱量を落とさずに自律的な実行力をい
かに担保し続けるかが重要となる。

3. 経営戦略とDX戦略のより高度な連動
参加企業からの「中期経営計画とDX戦略の紐づけが重要だと感じた 」というフィードバックにも表れている通り、DXを単なる業務
改善としてではなく、全社的な経営戦略の根幹として位置づけるプロセスに改善の余地を感じた。ビジネスモデルの変革にまで踏
み込むためには、経営計画とDXロードマップを完全に統合させるための、より上位の視点からの支援の必要性を感じる。

4. 支援機関連携の「自走化」に向けた実践的スキルの定着
本事業では、支援機関と連携した支援体制を構築し、「DX認定取得支援ナレッジ集」の策定等を行った。
しかし、事業終了後においても、支援機関が「単独かつ自律的」に地域企業のDX支援(課題抽出から認定取得支援、その後の
伴走まで)を安定して回し続けるためには、策定したナレッジの現場へのさらなる浸透と、支援機関担当者の実践的なスキルアップ
を図る継続的な仕組みが不可欠である。
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